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2015年12月8日横浜学習会｢通知カードが届いたら｣ 

通知カードが届いたら 何が問題？どうする？ 

［１］なぜ個人番号通知カードは送られてくる？ 

 ・マイナンバー制度＝個人を識別特定し、分野を超えて個人情報を相互利用する仕組み 

 ・2013.5.31法公布→2015.10.5施行→2016.1利用・カード交付開始→2017.1～情報連携 

 ・通知カード＝個人番号の通知と「本人確認書類」の２つの役割 

   

［２］「本人確認」とは＝番号確認＋身元確認 

第十四条（提供の要求）  個人番号利用事務等実施者は、個人番号利用事務等を処理するために必要

があるときは、本人又は他の個人番号利用事務等実施者に対し個人番号の提供を求めることができる。 

 

第十六条（本人確認の措置）  個人番

号利用事務等実施者は、第十四条第一

項の規定により本人から個人番号の提

供を受けるときは、当該提供をする者か

ら個人番号カード若しくは 

通知カード及び当該通知カードに記載

された事項がその者に係るものであるこ

とを証するものとして主務省令で定める

書類の提示を受けること又は 

これらに代わるべきその者が本人である

ことを確認するための措置として政令で

定める措置をとらなければならない。 
｢民間事業者の対応｣内閣官房 平27年8月版  
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［３］個人番号の提供を求められるのはどんなときか 

 ①個人番号利用事務･･････番号法別表第一の事務＋自治体が条例で定める事務 

 ②個人番号関係事務･･････①に関して行われる他人の個人番号を利用して行う事務 

 ※個人番号利用事務等＝個人番号利用事務＋個人番号関係事務 

   
             （内閣官房 マイナンバー概要資料 平成27年8月版より） 

  ●番号の記入要請とカード等の提示が生涯付きまとう社会になる 

   
                 （内閣官房 マイナンバー概要資料 平成27年2月版より） 
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               （内閣官房 マイナンバー概要資料 平成27年2月版より） 

［４］マイナンバー制度は何が危ない？ 

１） 政府みずから番号制度の危険性は認識･･････基本的人権の侵害、経済的被害 

＊「様々な個人情報が、本人の意思による取捨選択と無関係に名寄せされ、結合されると、本人

の意図しないところで個人の全体像が勝手に形成されることになるため、個人の自由な自己決

定に基づいて行動することが困難となり、ひいては表現の自由といった権利の行使についても

抑制的にならざるを得ず（萎縮効果）、民主主義の危機をも招くおそれがあるとの意見がある

ことも看過してはならない。」（「社会保障・税番号大綱」2011年6月30日 15頁） 

＊番号制度に対し、国民の間に生じるのではないかと国が考える「３つの懸念」 

 ①国家管理への懸念＝国家が個人情報を「番号」をキーに名寄せ・突合して一元管理 

 ②集積・集約された個人情報が漏えい、本人が意図しない個人像が構築、差別的に扱われる 

 ③財産その他の被害への懸念＝成りすまし等不正利用又は改ざん等により財産その他の被害 

 ＊最高裁判決で住基ネットが合憲とされた要件・・・満たさないと憲法違反になると認識 

２）危険性に対処するための個人情報保護措置は機能するか？  

 (1)制度上の保護措置  

  利用事務の法定、個人番号のみでの本人確認の禁止、特定個人情報保護委員会の設置、 

  特定個人情報保護評価、情報提供記録をマイナポータルで確認、罰則の強化 

  (2)システム上の安全措置 

  個人情報の｢分散管理｣、符号による連携、アクセス制御等 

３）危険性を上回るメリットはあるか？ 費用対効果も不明なまま 

 国民の利便性の向上？ 行政の効率化？ 公平・公正な社会の実現？  
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４）利用目的も変質、どこまで拡大するか予測もつかない 

＊法施行前なのに、はやくも番号利用拡大法（3/10国会提出－9/3成立－9/9施行) 

 番号法制定時の目的を超え｢世界最先端ＩＴ国家創造宣言｣(2014年6月閣議決定)による利用拡大 

 預貯金口座、特定健診情報・予防接種記録、条例独自利用事務で情報連携、求人情報等で利用 

＊引き続く利用拡大（2015.6.30閣議決定） 

・情報連携利用事務拡大･･････戸籍事務、旅券事務、医療情報、自動車検査登録事務等 

・個人番号カードの利用拡大･･････職員証・社員証・学生証、キャッシュカード・クレジットカー

ド、健康保険証、市町村・民間事業者による空き領域利用、公的個人認証の民間利用等 

・マイナポータルの利用拡大･･････「官民のオンラインサービスのシームレスな連携」 

・「社会基盤」としての番号制度の様々な利用･･････軽減税率、ＮＨＫ受信料徴収、年金徴収 

＊３年後には民間利用への拡大を検討（番号法附則第6条） 

５）共通番号制度が社会基盤となる社会で危惧されること 

＊住民票のない人／カードのない人への行政サービス提供はどうなるか 

＊ＤＶ等の被害を助長しないか、通知カードの世帯送付、照会されると情報が義務(法第22条)  

＊個人を特定した社会保障抑制￤負担強化・扶養義務強化・「不正受給」摘発への活用 

＊差別の助長、権利行使・サービス受給への萎縮効果 

＊高齢者など「情報弱者」にふりかかる被害 

＊不利な立場にある人が就労機会を奪われる 

［５］通知カードとは （内閣官房 マイナンバー概要資料 平成27年8月版より↓） 
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［６］個人番号カードとは 

 

（番号通知同封のお知らせ J-LIS個人番号カード総合サイト https://www.kojinbango-card.go.jp/から） 
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●申請には４種類（４桁～16桁）の暗証番号の設定が必要･････記憶できますか？ 

          

     （↑総務省サイト「マイナンバー制度と個人番号カード」より↓） 

 



- 7 - 
 

［７］通知カードが届いたら 

１）国や市町村に対して、反対の意思表示をする 

・通知を拒否しても付番は拒否できない。しかし反対の意思を示すことには大きな意味 

  2002年8月に住基ネットの住民票コードが通知されたとき、全国で反対の声が市町村や国に

殺到し、住基ネットの利用拡大はくい止めた 

・通知カードが届いたときに、反対の意思を表明する方法 

受取拒否する、通知カードに拒否の意思表示を書いて返送する、など 

   ただ通知カードがないと、個人番号記入の求めにどう対応するかが課題 

２）個人番号カードは申請しない 

 ・個人番号カードを普及させないことが、マイナンバー制度をくい止める鍵 

住基カードの例･･････2003年から希望者に交付。当初は様々な市町村独自利用も試みられた

が、11年間で累計交付枚数が約824万枚、現在使用は約666万枚（住民登録者５.２％）しか普

及せず（総務省公表2016年3月31日現在）、住基ネットは失敗と評価 

 ・政府は番号制度の成否をかけて強引に個人番号カードの普及をはかっている。 

来年3月までの3カ月で1000万枚、来年度500万枚の無料交付予算を措置。 

2019年3月までに8700万枚の交付を計画し、いずれ所持・常時携帯の義務化を意図？ 

任意交付にもかかわらず、職員証・社員証・学生証、健康保険証と一体化して所持を強いる

職場などでの一括申請も可能など交付方法の多様化 

３）個人番号カード、通知カードがない場合、本人確認書類（番号確認）はどうするか 

ａ．個人番号が記載された住民票の写し・住民票記載事項証明書（取得は有料になる） 

ｂ．住民基本台帳の確認（市区町村はカード提示がなくても事務処理可能） 

ｃ．地方公共団体情報システム機構への確認（個人番号利用事務実施者。会社等はできない） 

番号法第十四条２ 個人番号利用事務実施者は、個人番号利用事務を処理するために必要が

あるときは、･････機構に対し機構保存本人確認情報の提供を求めることができる。 

ｄ．過去に本人確認して作成した特定個人情報ファイルの確認 

ｅ．個人番号利用事務実施者が適当と認める書類（実施者ごとに異なる） 

［８］個人番号の提供を求められたら拒否できるか 

・番号法では、個人番号の記載義務はない。 

・利用事務等実施者は個人番号の提供を求めることができる。提供の際には本人確認を義務づけ 

・個別の法令・事務の多くで、記載の義務づけ規定（ねばならない）があるが、罰則はない 

  2015年12月以前の提出書類では、この義務規定は適用されない 

・個人番号の記載がなくても受理し手続きするが、前提として記載が義務であることの説明がある 

 「番号を記載する義務」と「なくても受理する」の明確な基準は示されておらず現場判断になる 

・記載を義務づけない理由として、「個人番号がない人」の存在などを挙げている 

・行政などの個人番号利用事務では、「番号確認」と番号記入は、内部の確認で可能 

・課題は個人番号関係事務（会社など民間事業者等）での扱い 
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   内閣官房サイト マイナンバー 社会保障・税番号制度「本人確認の措置について」 

    http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/pdf/kakunin.pdf 
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１）内閣官房の見解 

 ＊よくある質問（FAQ >（４）民間事業者における取扱いに関する質問 

 http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/faq/faq4.html 

Ｑ4－2－5 税や社会保障の関係書類へのマイナンバー（個人番号）の記載にあたり、事業者は従業員等

からマイナンバーを取得する必要がありますが、その際、従業員等がマイナンバーの提供を拒んだ場合、ど

うすればいいですか？  

Ａ4－2－5 社会保障や税の決められた書類にマイナンバーを記載することは、法令で定められた義務であ

ることを周知し、提供を求めてください。それでも提供を受けられないときは、書類の提出先の機関の指示に

従ってください。 

＊内閣官房 地方公共団体向けFAQ 

 http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/faq/chihou.html#q1-8 

Ｑ1-8 窓口で申請者が個人番号の記載を拒否している場合、どうすれば良いですか。本人の同意な

しに住基端末から個人番号を取得しても良いですか？ 

Ａ1-8 申請書などに個人番号を記載することが各制度における法的な義務であることを説明し、記載

していただくようにしてください。それでも記載を拒否された場合は、番号法第14条第２項に基づき地

方公共団体情報システム機構から個人番号を含む機構保存本人確認情報の提供を受けることはでき

ますが、あくまで、住民基本台帳法別表に規定する事務として住基端末を利用する必要があります。 

２）国税庁の見解 

 ＊番号制度概要に関するFAQ（平成27年10月28日更新） 

Q2-3-1 申告書や法定調書等を税務署等に提出する際、必ず個人番号・法人番号を記載しなければなら

ないのですか。 

（答）番号法整備法や税法の政省令の改正により、国税当局に提出される申告書や法定調書等の税務関

係書類に個人番号・法人番号を記載することが義務付けられております。したがって、申告書や法定調書

等を税務署等に提出される際には、その提出される方や、扶養親族など一定の方に係る「個人番号・法人

番号」の記載が必要となります。 

Q2-3-3 申告書等を税務署等に提出する際、個人番号・法人番号の記載がない場合や誤りがある場合に

罰則の適用はあるのですか。 

（答）申告書や法定調書等の税務関係書類を税務署等に提出する際に、個人番号・法人番号を記載しなか

った場合や誤りがあった場合の罰則規定は、税法上設けられておりませんが、個人番号・法人番号の記載

は、法律（国税通則法、所得税法等）で定められた義務ですので、正確に記載した上で提出をしてくださ

い。 

 ＊源泉所得税関係に関するFAQ（平成27年10月28日更新） 

Q1-3 平成27年中に扶養控除等申告書に個人番号を記載しても差し支えないとのことですが、従業員が

個人番号の記載を拒んだ場合はどうすればよいですか。 

（答）平成27年中に提出する扶養控除等申告書については、法令上、個人番号の記載義務はありませんの

で、従業員がその記載を拒んだ場合は、記載を強制することはできません。 

 この場合、個人番号の記載のないまま受理することとなりますが、平成28年分の源泉徴収票（税務署提出

用）には、従業員の個人番号の記載が必要になりますので、源泉徴収票を作成するまでに、別途従業員か
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ら個人番号を取得する必要があります。 

Q1-18 従業員から個人番号の提供を拒否された場合、どのように対応すればよいですか。 

（答）個人番号の記載は、法令で定められた義務であることを説明し、提供を求めてください。 

それでもなお、提供を受けられない場合は、提供を求めた経過等を記録、保存するなどし、単なる義務違反

でないことを明確にしておいてください。 

 なお、平成27年12月以前に扶養控除等申告書の提出を求める場合には、法令上、当該申告書には個人

番号の記載義務がありませんので、個人番号の提供を拒否された場合であっても、その経過等を記録する

必要はありません。 

３）厚生労働省関係の見解 

 ＊雇用保険業務マイナンバー制度の導入に向けて（雇用保険業務）（平成27年11月） 

      http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-Shokugyouanteikyoku/0000103610.pdf 

（質問３）従業員から個人番号の提供を拒否された場合、雇用保険手続についてどのような取扱いとなりま

すか。 

（回答）個人番号の記載がない場合でも受理します。ただし、個人番号の記載は事業主の義務ですので、

ご理解とご協力をお願いします。 

 ＊生活保護事務 

   生活保護事務におけるマイナンバー導入に関する留意事項について 

   （平成27年9月16日 厚生労働省社会・援護局保護課長） 

   http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T150917Q0060.pdf 

1 生活保護申請時におけるマイナンバーの取扱いについて 

(1) マイナンバーは、生活保護法第24 条第1項第5号及び生活保護法施行規則第1条第3項第2号に規定

される事項として位置づけられるものであるため、申請書を受理する際には、所定の欄にマイナンバーを記

載するよう申請者に求めること。 

(2) マイナンバーにより必要な調査を全て行うことができるわけではないこと等から、マイナンバーの提供は

保護の要件とはしていないが、番号法第14条第2項に基づき、住基端末を利用して地方公共団体情報シス

テム機構からマイナンバーを含む機構保存本人確認情報（氏名、生年月日、性別、住所、マイナンバー等）

の提供を受けることが可能であること。 

(3) 住民登録のない者についてはマイナンバーが付番されないため、福祉事務所は住民票作成手続に必

要な支援を行うこと。 

＊介護保険 平成27年9月29日老健局長通知 

省令（平成27 年厚生労働省令第150号）」が本日公布され、平成28年１月１日以降、介護保険法

施行規則に基づく申請事項等に個人番号を追加。･･････介護保険事務に係る個人番号の利用に

関する留意点などをまとめた事務連絡については、10 月中を目途に発出予定（※未発出） 

※東京都社会福祉協議会「社会福祉施設・事業者のための規程集 マイナンバー編」（2015年11月） 

「番号法上、事業者にとってはマイナンバーの要記載書類にマイナンバーを記載することが努

力義務であり、職員等に対してマイナンバーの提供を求めることができますが、職員等には提

供義務はありませんので、例えば、職員等が提供を拒否した場合は、強要することはできず、

趣旨説明を行うことが必要になります」（まえがき） 
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４）高市総務大臣閣議後記者会見での発言（平成27年11月24日） 

問）通知カード送付の遅れで支障はでないか 

答）「来年1月以降は、各種手続に当たりまして、行政機関ですとか企業に対して、通知カードの

提示が基本的に求められます。もしも、通知カードの不在通知票が入っていたけれども、問

い合わせをし損ねた、再配達のお願いをし損ねたとか、そういった方も出てくる可能性があ

りますが、最終的にはマイナンバーは住基ネットで確認することができますので、すぐに具

体のデメリットが生じるということはないと考えております。」 

 

５）経済産業省の見解 「中小企業における マイナンバー法の実務対応」 

  http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/privacy/downloadfiles/02bangoseido.pdf 

 

６）法令の規定 

＊国税通則法（番号整備法による改正後）第124条 

国税に関する法律に基づき税務署長その他の行政機関の長又はその職員に申告書、申請書、届

出書、調書その他の書類を提出する者は、当該書類にその氏名（法人については、名称。以下

この項において同じ。）、住所又は居所及び番号（番号を有しない者にあつては、その氏名及び

住所又は居所）を記載しなければならない。（以下略） 

 

＊番号法・整備法の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令 

 （平成27年9月29日 平成27年厚生労働省令150号） 

・健康保険法や船員保険法 

個人番号の記載された様式により届出を「行うものとする」。「・・しなければならない」と義務付けになってい

る箇所では、「個人番号又は基礎年金番号」「被保険者証の記号番号又は個人番号」となっている 

・児童福祉法 

医療費支給、通所給付費、入所給付決定、相談支援給付費などの事務で、「・・・提出しなければならない」

申請者の記載事項として「個人番号」が追加 

・予防接種法 

医療費支給、医療手当、（健康被害のよる）障害年金、死亡一時金、遺族年金、遺族一時金などの提出書

類の記載項目として、「個人番号」が追加。 
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・労災補償保険法 

障害補償給付、遺族補償年金などの請求で、「個人番号」を記載した請求書を提出しなければならない 

・国民健康保険法 

各届け出の際に「次に掲げる事項を記載した届書」を提出しなければならない、として、個人番号が追加 

・感染症予防法 

入院患者の医療費負担、結核患者の医療費負担の申請書に個人番号が追加。それを「提出して行うものと

する」となっている。 

・介護保険法 

資格取得、住所地特例、被保険者証の再交付、負担割合証の交付、氏名・住所変更、要介護認定申請な

ど事務全般の申請の際に、「提出しなければならない」とされる「次に掲げる事項を記載した申請書」の中に

「個人番号」が追加 

・高齢者の医療の確保に関する法律 

提出しなければならない届書・申請書の記載項目として「個人番号」が追加。 

 

７）全国中小業者団体連絡会の対政府交渉での回答 

 マイナンバー記載なくても不利益ない 全中連に各省庁が回答（全国商工新聞 2015年11月9日） 

  http://www.zenshoren.or.jp/zeikin/chouzei/151109-01/151109.html 

 全国中小業者団体連絡会（全中連）が１０月２７、２８の両日に行った省庁交渉ではマイナンバー（共

通番号）制度実施の延期・中止を求めるとともに「共通番号の記載がなくても提出書類を受け取り、不

利益を与えないこと」などを要望しました。主だった各省庁の回答を紹介します。 

【内閣府】 

 「個人番号カード」の取得は申請によるもので強制ではない。カードを取得しないことで不利益はな

い。「扶養控除等申告書」「源泉徴収票」などの法定資料や雇用保険、健康保険、厚生年金保険など書類

に番号が記載されていなくても書類は受け取る。記載されていないことで従業員、事業者にも不利益は

ない。従業員から番号の提出を拒否されたときは、その経過を記録する。しかし、記録がないことによ

る罰則はない。 

【国税庁】 

  確定申告書などに番号未記載でも受理し、罰則・不利益はない。事業者が従業員などの番号を扱わな

いことに対して国税上の罰則や不利益はない。窓口で番号通知・本人確認ができなくても申告書は受理

する。これらのことは個人でも法人でも同じ。 

【厚生労働省】 

  労働保険に関して共通番号の提示が拒否され、雇用保険取得の届け出で番号の記載がない場合でも、

事務組合の過度な負担が生じないよう、ハローワークは届け出を従来通り受理する。罰則や不利益はな

い。労働保険事務組合が番号を扱わないことによる罰則や不利益な扱いはない。番号を記載した書類を

提出するとき、提出者本人の番号が確認できない場合でも書類は受理する。 

［９］個人番号カードを取得しない、個人番号を極力提供しない 

１）マイナンバー制度反対の意思表示。普及定着させない取り組み 

  個人番号カードなくても手続き可能という社会意識の醸成 

  番号推進派の「提供しない人＝不正のある人」キャンペーンとの対抗が必要に 
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２）個人番号を提供しなくても、行政内部で情報連携されることは変わらない 

 「提供しなければ情報連携されない」という誤解に注意 

 「見える番号」の流通リスク、カードの携帯リスク、本人確認書類郵送リスクが低減する 

３）特定個人情報（個人番号の付いた個人情報）の民間事業者からの漏えいを防止 

 漏えいすると、「個人情報闇市場」で違法なデータマッチングが容易になる 

 提供を求められたら必要な措置を確認。講じられていない民間事業者等には提供しない 

  民間事業者の準備の遅れ  帝国データバンク2015年10月調査 

   http://www.tdb.co.jp/report/watching/press/p151104.html 

    完了した企業は6.4％、23%は未対応、対策費用は平均61万円 

   神戸商工会議所の会員の中小企業調査で、「準備していない」「準備する予定はない」計53.2％ 

＜特定個人情報を扱う際に民間事業者で必要な準備＞･･････個人番号を扱わなければ不要 

・収集･･････法令で認められた事務だけ、収集時に利用目的の通知または公表と本人確認必要 

・利用提供･･････法令で認められた事務だけ、本人同意あっても目的外利用提供の禁止 

・保管廃棄･･････必要がある期間だけ、必要がなくなったら廃棄必要 

・安全管理措置を整える義務（漏えい、滅失又は毀損の防止、委託先に対する監督責任） 

 基本方針・取扱規程等の策定（取扱い等の明確化） 

 組織的安全管理措置（責任者と事務取扱担当者、取扱状況の記録・点検、漏洩等の報告連絡体制） 

 人的安全管理措置（事務取扱担当者の監督・教育） 

 物理的安全管理措置（取り扱う区域の管理、機器の盗難等の防止、パスワードの設定） 

 技術的安全管理措置（取り扱う機器と人の特定、不正アクセス等の防止、） 

４）個人番号カードを盗用されたり紛失すると成りすまし被害にあう 

  カードと暗証番号があれば、本人の代わりにマイナポータルやコンビニ交付が利用可能 

５）個人番号やカードを受け取れない人の人権（就労、福祉受給等）を守る 

住む所を失い住民票（住民票コード）がない人、住民票はなくても現場を渡り歩いて働いてい

る人、認知症で保護され住所も戸籍もわからない人、住民票を動かせずに別の所に住んでいる

人（長期入院入所や被災やＤＶ等や悪徳金融逃れ等）などの排除や不利益のない社会を 

６）個人番号カード、通知カードによる人権侵害の防止 

 ・提示すると戸籍上の性別や通称名使用等が相手に伝わる（住民基本台帳情報が券面に表示） 

 ・個人番号カード作成時に顔を撮影され顔認証される（拒むと作成されない） 

 ・作成のため提供した顔写真は地方公共団体情報システム機構で保存管理（漏洩不正使用の危険） 

７）就業規則で番号提供を義務づけられるか 

 利用事務側の官公庁が記入なくても受け付けるものを、会社(＝関係事務実施者)が強制できるか 

 労働行政所管に不利益扱いの防止を要請する必要 

８）提供の求めを拒む際の「提供を求めた経過等を記録、保存」の扱い 

 作成しなくても罰則はないが、記入拒否の意思の明確化と提出先官公庁向けに、本人が記入拒

否の意思と「記入の求め」があったことを記した文書提出することがベター 


